
議案第１３４号

渋川市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定

する。

令和２年１１月３０日提出

渋川市長 髙 木 勉

渋川市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（渋川市職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 渋川市職員の給与に関する条例（平成１８年渋川市条例第４８号）

の一部を次のように改正する。

第２条第３項第１号を次のように改める。

（１） 渋川市職員共済会（渋川市職員共済会に関する条例（平成１８

年渋川市条例第４０号）に基づくものをいう。）の掛金、貸付金返済

金その他支払金

第２条第３項第３号中「前号」を「前２号」に改める。

第１９条第２項第２号ア中「片道」の次に「２キロメートル以上」を加

える。

第２３条中「祝日法による休日（」を「祝日法による休日等（」に改め

る。

第２８条第３項第１号中「１２，０００円」を「１万２，０００円」に

改める。

第３０条第２項中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に、「

１００分の１１０」を「１００分の１０５」に改め、同条第３項中「１０

０分の１３０」を「１００分の１２５」に、「１００分の１１０」を「１

００分の１０５」に改める。

附則第１０項第２号中「渋川市職員の修学部分休業に関する条例」の次

に「（」を加える。

第２条 渋川市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

第３０条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に

、「１００分の１０５」を「１００分の１０７．５」に改め、同条第３項



中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に、「１００分の１

０５」を「１００分の１０７．５」に改める。

（渋川市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改

正）

第３条 渋川市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平

成２２年渋川市条例第３１号）の一部を次のように改正する。

第７条第２項中「次の各号に定める」を「次に掲げる」に改める。

第９条第１項中「第６条から第７条まで」を「第６条、第７条」に、「

第１５条から第１６条」を「第１５条、第１６条」に改め、同条第２項中

「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に、「１００分の１７０」

を「１００分の１６５」に改める。

第４条 渋川市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一

部を次のように改正する。

第９条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に、

「１００分の１６５」を「１００分の１６７．５」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第４条の規定は

、令和３年４月１日から施行する。

理 由

一般職の職員の給与に関する法律の一部改正に準じた改正及び条例の評価

・見直しの審査結果に基づく改正を行うため、所要の改正をしようとするも

のである。



渋川市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市職員の給与に関する条例（平成１８年渋川市条例第４８号）の一部改正

（第１条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（給与の支払等） （給与の支払等）

第２条 （略） 第２条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 法第２５条第２項の規定により、次に掲げるものは、給与の支払をする ３ 法第２５条第２項の規定により、次に掲げるものは、給与の支払をする

際、職員の給与から控除することができる。 際、職員の給与から控除することができる。

（１） 渋川市職員共済会（渋川市職員共済会に関する条例（平成１８年 （１） 渋川市職員共済会に関する条例（平成１８年渋川市条例第４０号

渋川市条例第４０号）に基づくものをいう。）の掛金、貸付金返済金そ ）第４条に規定する掛金、貸付金返済金その他支払金

の他支払金

（２） （略） （２） （略）

（３） 前２号に定めるもののほか、市長が適当と認めるもの （３） 前号 に定めるもののほか、市長が適当と認めるもの

（通勤手当） （通勤手当）

第１９条 （略） 第１９条 （略）

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲 ２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲

げる額とする。 げる額とする。

（１） （略） （１） （略）

（２） 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支給単 （２） 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支給単

位期間につき、それぞれ次に定める額（再任用短時間勤務職員のうち、 位期間につき、それぞれ次に定める額（再任用短時間勤務職員のうち、

支給単位期間当たりの通勤回数を考慮して規則で定める職員にあっては 支給単位期間当たりの通勤回数を考慮して規則で定める職員にあっては

、その額から、その額に規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額） 、その額から、その額に規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額）

ア 自動車等の使用距離（以下この号において「使用距離」という。） ア 自動車等の使用距離（以下この号において「使用距離」という。）

が片道２キロメートル以上５キロメートル未満である職員 ２，００ が片道 ５キロメートル未満である職員 ２，００

０円 ０円

イ～ス （略） イ～ス （略）

（３） （略） （３） （略）

３～８ （略） ３～８ （略）

（休日勤務手当） （休日勤務手当）

第２３条 祝日法による休日等（勤務時間条例第３条第１項又は第４条の規 第２３条 祝日法による休日（ 勤務時間条例第３条第１項又は第４条の規

定に基づき毎日曜日を週休日と定められている職員以外の職員にあっては 定に基づき毎日曜日を週休日と定められている職員以外の職員にあっては
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、勤務時間条例第９条に規定する祝日法による休日が勤務時間条例第４条 、勤務時間条例第９条に規定する祝日法による休日が勤務時間条例第４条

及び第５条の規定に基づく週休日に当たるときは、規則で定める日）及び 及び第５条の規定に基づく週休日に当たるときは、規則で定める日）及び

年末年始の休日等において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられ 年末年始の休日等において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられ

た職員には、正規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、勤務１時間に た職員には、正規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、勤務１時間に

つき、第２５条に規定する勤務１時間当たりの給与額に１００分の１２５ つき、第２５条に規定する勤務１時間当たりの給与額に１００分の１２５

から１００分の１５０までの範囲内で規則で定める割合を乗じて得た額を から１００分の１５０までの範囲内で規則で定める割合を乗じて得た額を

休日勤務手当として支給する。これらの日に準ずるものとして規則で定め 休日勤務手当として支給する。これらの日に準ずるものとして規則で定め

る日において勤務した職員についても、同様とする。 る日において勤務した職員についても、同様とする。

（管理職員特別勤務手当） （管理職員特別勤務手当）

第２８条 （略） 第２８条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当 ３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当

該各号に定める額とする。 該各号に定める額とする。

（１） 第１項に規定する場合 同項の勤務１回につき、１万２，０００ （１） 第１項に規定する場合 同項の勤務１回につき、１２，０００円

円を超えない範囲内において規則で定める額（当該勤務に従事する時間 を超えない範囲内において規則で定める額（当該勤務に従事する時間

等を考慮して規則で定める勤務をした職員にあっては、その額に１００ 等を考慮して規則で定める勤務をした職員にあっては、その額に１００

分の１５０を乗じて得た額） 分の１５０を乗じて得た額）

（２） （略） （２） （略）

４ （略） ４ （略）

（期末手当） （期末手当）

第３０条 （略） 第３０条 （略）

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２５（規則で定める職 ２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１３０（規則で定める職

員（第３３条第２項において「特定幹部職員」という。）にあっては１０ 員（第３３条第２項において「特定幹部職員」という。）にあっては１０

０分の１０５）を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間における ０分の１１０）を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間における

その者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合 その者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。 を乗じて得た額とする。

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略）

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分の ３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分の

１２５」とあるのは「１００分の７２．５」と、「１００分の１０５」と １３０」とあるのは「１００分の７２．５」と、「１００分の１１０」と

あるのは「１００分の６２．５」とする。 あるのは「１００分の６２．５」とする。

４～６ （略） ４～６ （略）

附 則 附 則

１０ 次の各号に掲げる給与の額の算出に当たっては、前項の規定は適用し １０ 次の各号に掲げる給与の額の算出に当たっては、前項の規定は適用し

ない。 ない。
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（１） （略） （１） （略）

（２） 第１４条、第２５条、第３７条、渋川市職員の勤務時間、休暇等 （２） 第１４条、第２５条、第３７条、渋川市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成１８年渋川市条例第３４号）第１５条、渋川市職員 に関する条例（平成１８年渋川市条例第３４号）第１５条、渋川市職員

の育児休業等に関する条例（平成１８年渋川市条例第３５号）第１１条 の育児休業等に関する条例（平成１８年渋川市条例第３５号）第１１条

、渋川市職員の修学部分休業に関する条例（平成１８年渋川市条例第３ 、渋川市職員の修学部分休業に関する条例 平成１８年渋川市条例第３

６号）第３条及び渋川市職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１８ ６号）第３条及び渋川市職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１８

年渋川市条例第３７号）第３条に規定する給与額 年渋川市条例第３７号）第３条に規定する給与額



議
案
第
１
３
４
号
参
考
資
料

渋川市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市職員の給与に関する条例（平成１８年渋川市条例第４８号）の一部改正

（第２条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（期末手当） （期末手当）

第３０条 （略） 第３０条 （略）

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５（規則で定め ２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２５ （規則で定め

る職員（第３３条第２項において「特定幹部職員」という。）にあっては る職員（第３３条第２項において「特定幹部職員」という。）にあっては

１００分の１０７．５）を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間 １００分の１０５ ）を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定 におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

める割合を乗じて得た額とする。 める割合を乗じて得た額とする。

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略）

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分の ３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００分の

１２７．５」とあるのは「１００分の７２．５」と、「１００分の１０７ １２５ 」とあるのは「１００分の７２．５」と、「１００分の１０５

．５」とあるのは「１００分の６２．５」とする。 」とあるのは「１００分の６２．５」とする。

４～６ （略） ４～６ （略）
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渋川市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２２年渋川市条例第３１号）の一部改正

（第３条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（特定任期付職員の給与に関する特例） （特定任期付職員の給与に関する特例）

第７条 （略） 第７条 （略）

２ 任命権者は、特定任期付職員の号給を、その者の専門的な知識経験又は ２ 任命権者は、特定任期付職員の号給を、その者の専門的な知識経験又は

識見の度並びにその者が従事する業務の困難及び重要の度に応じて決定す 識見の度並びにその者が従事する業務の困難及び重要の度に応じて決定す

るものとし、その決定の基準となるべき標準的な場合は次に掲げる るものとし、その決定の基準となるべき標準的な場合は次の各号に定める

とおりとする。 とおりとする。

（１）～（７） （略） （１）～（７） （略）

３・４ （略） ３・４ （略）

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等）

第９条 給与条例第４条、第６条、第７条 、第１１条から第１３条ま 第９条 給与条例第４条、第６条から第７条まで、第１１条から第１３条ま

で、第１５条、第１６条 、第１８条及び第３３条の規定は、特定任期付 で、第１５条から第１６条、第１８条及び第３３条の規定は、特定任期付

職員には、適用しない。 職員には、適用しない。

２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条第１項、第１７条第１項、第２ ２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条第１項、第１７条第１項、第２

８条第１項及び第３０条第２項の規定の適用については、給与条例第３条 ８条第１項及び第３０条第２項の規定の適用については、給与条例第３条

第１項中「及び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当及び渋川市一般職の 第１項中「及び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当及び渋川市一般職の

任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２２年渋川市条例 任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２２年渋川市条例

第３１号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第４項に規定する 第３１号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第４項に規定する

特定任期付職員業績手当」と、給与条例第１７条第１項中「医療職給料 特定任期付職員業績手当」と、給与条例第１７条第１項中「医療職給料

表（１）の適用を受ける職員」とあるのは「医療職給料表（１）の適用 表（１）の適用を受ける職員」とあるのは「医療職給料表（１）の適用

を受ける職員、任期付職員条例第７条第１項の特定任期付職員給料表の を受ける職員、任期付職員条例第７条第１項の特定任期付職員給料表の

適用を受ける職員」と、給与条例第２８条第１項中「管理職員」とある 適用を受ける職員」と、給与条例第２８条第１項中「管理職員」とある

のは「管理職員及び特定任期付職員」と、給与条例第３０条第２項中「 のは「管理職員及び特定任期付職員」と、給与条例第３０条第２項中「

１００分の１２５」とあるのは「１００分の１６５」とする。 １００分の１３０」とあるのは「１００分の１７０」とする。
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渋川市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表
渋川市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２２年渋川市条例第３１号）の一部改正

（第４条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等）

第９条 （略） 第９条 （略）

２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条第１項、第１７条第１項、第２ ２ 特定任期付職員に対する給与条例第３条第１項、第１７条第１項、第２

８条第１項及び第３０条第２項の規定の適用については、給与条例第３条 ８条第１項及び第３０条第２項の規定の適用については、給与条例第３条

第１項中「及び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当及び渋川市一般職の任 第１項中「及び勤勉手当」とあるのは「、勤勉手当及び渋川市一般職の任

期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２２年渋川市条例第３ 期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２２年渋川市条例第３

１号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第４項に規定する特定任 １号。以下「任期付職員条例」という。）第７条第４項に規定する特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第１７条第１項中「医療職給料表（１） 期付職員業績手当」と、給与条例第１７条第１項中「医療職給料表（１）

の適用を受ける職員」とあるのは「医療職給料表（１）の適用を受ける職 の適用を受ける職員」とあるのは「医療職給料表（１）の適用を受ける職

員、任期付職員条例第７条第１項の特定任期付職員給料表の適用を受ける 員、任期付職員条例第７条第１項の特定任期付職員給料表の適用を受ける

職員」と、給与条例第２８条第１項中「管理職員」とあるのは「管理職員 職員」と、給与条例第２８条第１項中「管理職員」とあるのは「管理職員

及び特定任期付職員」と、給与条例第３０条第２項中「１００分の１２７ 及び特定任期付職員」と、給与条例第３０条第２項中「１００分の１２５

．５」とあるのは「１００分の１６７．５」とする。 」とあるのは「１００分の１６５ 」とする。


